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令和３年１１月１１日  

子 ど も ・ 若 者 部 

教 育 委 員 会 事 務 局 

新ＢＯＰ事業の喫緊の課題解決に向けた取り組みについて 

 

１ 主旨 

  令和２年度の「新ＢＯＰ事業のあり方検討委員会報告書」において、運営体制、実施時間延長、

定員、子どもの自立への支援に課題があり、解決に向けた取り組み方針案として民間の放課後児童

健全育成事業※１を一部活用する等の見直し、学校内における活動場所の更なる確保、放課後を安心

して過ごせる規模への適正化、新ＢＯＰ学童クラブ以外の多様な居場所等についての検討の必要性

が示された。（別紙１） 

この報告書をうけ庁内検討を進め、新ＢＯＰ事業の活動場所の狭隘化、新ＢＯＰ学童クラブの大

規模化及び子どもと保護者の多様化するニーズへの対応を喫緊の解決すべき課題とした。 

そこで、放課後児童健全育成事業の利用を必要とする子ども・保護者が利用待機とならないこと

を前提に、新ＢＯＰ事業の運営を基本としながら、学校施設のさらなる有効活用を進め、区がこれ

まで担ってきたセーフティネットの役割を果たしつつ、学校外に民間の放課後児童健全育成事業を

誘導・確保する。 

そのことにより、子どもの遊びや生活の場の確保と安心して過ごせる規模への適正化を図り、併

せて、民間事業者のノウハウや柔軟性も活用しながら、多様化する保護者ニーズの対応に取り組

む。 

 ※１ 放課後児童健全育成事業とは、児童福祉法第６条の３第２項及び放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、

授業の終了後等に小学校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域

等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及

び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成を図るものである。現在、区内には

民間のものが２か所ある。 

 

２ 現状と課題 

（１）狭隘化（新ＢＯＰ学童クラブが専用区画の面積として必要な、児童１人につきおおむね1.65

㎡以上とする条例設備基準の確保が困難な状況にあること）について 

新ＢＯＰ学童クラブの活動場所を確保するため、学校内の特別教室や多目的室等の活用を図って

きたが、小学校児童数の急増によりこれまで活用してきた特別教室等が縮減し、一部の学童クラブ

で狭隘化が生じている。保護者就労率の高まりもあり、当面、登録児童数の増加が見込まれ、現在

の運営方法では、増加する児童数に対応する活動場所の確保が困難であり、さらに狭隘化する学童

クラブが生じる恐れがある。また、ＢＯＰを利用する児童が多い新ＢＯＰにおいては、新ＢＯＰ学

童クラブを利用する児童と相まって密集した状況が生じている。 

（２）大規模化（登録児童数の増加により子どもの集団が大規模であること）について 

新ＢＯＰ学童クラブ登録児童数の急増（５年間で1,868人増）により、登録児童数が120人を超

える大規模化した新ＢＯＰ学童クラブが増加している。大規模化により、職員が、個々の子どもや

子どもの集団との信頼関係を築ける人数を超えるおそれがあり、子どもの安全の確保のほか、一人

ひとりの子どもの情緒面への配慮など、放課後児童健全育成事業に求められるサービスの質への影

響が懸念されることから、規模の適正化※２が必要である。 
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※２：区条例（「世田谷区放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」）では、一支援単

位の利用者数は、おおむね40人以下と規定している。新ＢＯＰ学童クラブを適正に運営できる規模は、原

則として２支援単位（利用者数おおむね80人以下、利用率から換算し登録者数120人以下）までとする。 

（３）子どもと保護者の多様化するニーズへの対応 

新ＢＯＰ学童クラブの実施時間延長モデル事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により一旦

休止としている。一定のニーズがあることも確認された一方で、新ＢＯＰ事業のあり方検討委員会

報告書では、安定的な運営に向けての課題も示された。 

 

３ 新たな施策の方向性 

（１）狭隘化について 

狭隘化する新ＢＯＰ学童クラブに対応するため、学校教育に支障のない範囲で、新たに放課後の

普通教室（２教室）を新ＢＯＰ学童クラブの専用区画として活用し、運営状況に応じて必要な人員

体制を構築する。まず、狭隘化・大規模化している５校程度の新ＢＯＰ学童クラブから対応する。 

（２）大規模化について 

放課後児童健全育成事業に求められるサービスの質を維持するためには、現状の学校内新ＢＯＰ

学童クラブだけの取組みでは、大規模化の解消は困難であることから、大規模化している新ＢＯＰ

学童クラブの近隣に民間の放課後児童健全育成事業を誘導・確保し、子ども・保護者のニーズに基

づく選択による利用者の分散化を進め、新ＢＯＰ学童クラブの規模の適正化を図る。 

規模の適正化により、職員が、一人ひとりの児童とじっくり向き合い、個々の子どもの自立を支

援していく。また、関係所管と連携し、配慮を要する児童（医療的ケアが必要な児童）へ対応す

る。 

（３）子どもと保護者の多様化するニーズへの対応について 

民間の放課後児童健全育成事業を活用し、適切な利用料による時間延長ニーズに対応する。その

他、民間事業者の創意工夫やノウハウの活用により、子どもと保護者の要望へ対応して新ＢＯＰ学

童クラブのサービス内容以外の独自サービス提供を可能とする。 

 

４ 民間事業者の活用についての具体的な方策案 

  令和４年度から、新ＢＯＰ学童クラブ以外の新たな放課後の安全・安心な居場所を創設するた

め、民間の放課後児童健全育成事業を誘導・確保する（目標数：おおむね２支援の単位で15か所

程度）。 

誘導・確保の方策として、公募により民間事業者を選定し、区と民間事業者との間に放課後児童

健全育成事業運営事項等の協定を締結したうえで、開設準備経費及び運営経費を補助する。 

なお、運営時間を平日午後７時以降までの開所等の条件を満たすこととする。 

（１）民間の放課後児童健全育成事業の誘導・確保について 

 ① 誘導・確保の考え方 

新ＢＯＰ学童クラブ登録児童数の推移見込みにより、登録児童数200人程度、またはそれを超え

る大規模化した新ＢＯＰ学童クラブ周辺（徒歩15分程度、おおむね1.2㎞）を優先的に対象と

し、確保状況を勘案し、順次、登録者数120人を超える新ＢＯＰ学童クラブ周辺に対象を広げる。 

今後、確保状況や新たな生活様式による子育て世代の働き方及び人口動態の変化を見据えて、子

ども・子育て支援事業計画の見直しの中で、放課後児童健全育成事業の需要量の見込みと確保の内

容を定めていく。 

  民間の放課後児童健全育成事業の誘導・確保の取り組みによる新ＢＯＰ学童クラブ登録児童数の

推移見込みについては、表のとおり。 
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② 優先対象（登録児童数200人程度、またはそれを超える大規模化した新ＢＯＰ学童クラブ） 

大規模化した新ＢＯＰ学童クラブ（芦花小新ＢＯＰ、経堂小新ＢＯＰ、山野小新ＢＯＰ、松丘小

新ＢＯＰ、砧南小新ＢＯＰ）の周辺から誘導・確保をする。 

③ 誘導・確保する民間の放課後児童健全育成事業の事業開始時期 

年度途中で環境が変わることは子ども達の生活リズムに与える影響が大きいため、原則として

毎年度４月に事業開始するものとする。なお、令和４年度においては、児童と保護者が新しい環

境に慣れる機会を設けながら、新ＢＯＰ学童クラブ以外の放課後の居場所に円滑に移行できるよ

う、令和５年１月以降にプレ運営を開始する。 

④ 誘導・確保する民間の放課後児童健全育成事業の利用料 

新ＢＯＰ学童クラブと同等サービス利用範囲についての利用料は、新ＢＯＰ学童クラブと同額

（現行：月額5,000円）とし、利用料免除の要件を備えた世帯（住民税非課税世帯等）の利用料

の減免についても同様とする（減免分については償還払い）。 

なお、午後６時15分以降午後7時まで利用した場合の延長利用料は、月額1,000円とし、利

用料免除については利用料と同様とする。 

（２）公募の参加対象の民間事業者について 

現に区内及び他区等で放課後児童健全育成事業を運営した実績のある民間事業者を対象とす

る。 

（３）民間の放課後児童健全育成事業の質の担保に向けた区の役割について 

放課後児童健全育成事業は、子どもに適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図

る事業であるため、育成の質の担保が重要である。区は以下の役割を担う。 

 役割 

区 

(本庁) 

・ 児童福祉法及び区条例等により、民間の放課後児童健全育成事業における育成支援の質

をより明確にするとともに、以下の手法により設置後の事業者指導を実施し支援の質を

確保する。 

①民間事業者からの届出受理、設備・運営基準の順守のための民間事業者への立ち入り

検査の実施や必要な措置の命令等 

②運営経費の一部補助 

・ 区は、法に基づく放課後児童健全育成事業の実施主体として、サービスの質の確保・行

為上の責務を有し、民間の職員のスキルアップのための研修等を実施する。 

・ 子ども家庭支援センターと調整し、民間の放課後児童健全育成事業に対し要保護児童支

援地域協議会への参加を促し、民間の放課後児童健全育成事業における要保護児童家庭

への対応のノウハウを構築する。 

児童館 ・ 新ＢＯＰ事業において、区内25館の児童館が管轄の新ＢＯＰに対し、後方支援を行っ

てきた。誘導・確保する民間の放課後児童健全育成事業に対し、提供するサービスの質

の担保のため、これまでの新ＢＯＰ学童クラブにおける育成手法の共有をはじめ、民間

事業者への運営の助言を行う。 

令和6年度令和7年度令和8年度令和9年度令和10年度

a)登録児童数 8,080 8,080 7,969 7,851 7,703

b)民間の放課後事業健全育成事業（新規整備）　定員数 480 640 800 960 1,200

【参考】民間の放課後児童健全育成事業（新規整備）　施設（２支援の単位） 6 8 10 12 15

【参考】年間施設増数（２支援の単位の場合） 1 2 2 2 3

c)学校内での新ＢＯＰ学童クラブで確保する定員数　a)-b)　 7,600 7,440 7,169 6,891 6,5037,612

令和4年度～５年度

8,012

400

5

5
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・ 民間の放課後児童健全育成事業が、区、新ＢＯＰ及び地域等関係者との情報連携が図ら

れるよう、交流を促し、顔の見える関係の構築に向け中核的役割を担う。 

・ 民間の放課後児童健全育成事業に対し、児童館の有する地域とのネットワークへの参加

を促すとともに、子ども家庭支援センターとの連携を支援し、要保護児童支援地域協議

会への参加による見守りが必要な家庭や子どもの情報の共有化を図る。 

（４）民間の放課後児童健全育成事業及び利用者への支援策 

公募により選定した新設する民間の放課後児童健全育成事業所及び利用者への支援として、補助

を行う。また、利用料減免要件を備えた利用者への利用料補助を行う。 

併せて区内既存の民間の放課後児童健全育成事業所についても活用を図るため、公募を行い令和

５年度開設に向け検討をする。 

 

５ 概算経費 

（１）運営経費補助（令和４年度） 

定員80人程度（２支援の単位）を２か所（令和５年１月開設を想定） 

補助額 ：30,210千円 

       ＠15,105千円×２か所（令和5年1月～3月分） 

特定財源：13,071千円 

〈内訳〉・国庫交付金 子ども・子育て支援交付金（国1/3、都1/3）  

＠8,206千円 × 2/3(補助率) × ２か所 ＝ 10,941千円 

    ・都補助金  都型学童クラブ事業補助（都1/2）  

＠2,130千円 × 1/2(補助率) × ２か所 ＝ 2,130千円 

   区負担額：17,139千円 

 

   〔２支援単位（定員80人程度）の運営経費補助 ※年間〕 

   （１）補助額 60,121千円 

①基本分（運営費、障害児加算、送迎支援加算、賃借料加算※、処遇改善等） 

 44,281千円 

     ※賃借料加算は、国庫交付金及び都補助金6,132千円に、区の上乗せ加算5,273千円を 

加え、11,405千円（定員80人×3.3㎡×3,600円／㎡×12か月）を補助する。 

②加算分（キャリアアップ加算等）           1,440千円 

③利用補助分（＠15千円×80人×12か月）        14,400千円（区費） 

（２）特定財源 25,545千円 

   （３）区負担額 34,576千円 

 

 

〔２支援単位（定員80人程度）を15か所整備後の運営経費補助 ※年間〕  

（１）補助額 901,815千円 

  ①基本分 664,215千円 

  ②加算分  21,600千円 

  ③利用補助分 216,000千円 

（２）特定財源 383,175千円 

（３）区負担額 518,640千円 
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（２）開設準備経費補助（令和４年度から令和５年度の間 ５か所分） 

   ※補助上限額のため、上限を上回った開設準備経費については事業者負担。 

    補助額 ：    75,500千円 

             ＠15,100千円×５か所(１か所80人定員) 

    特定財源：    66,083千円 

〈内訳〉・国庫交付金 子ども・子育て支援交付金 

＠12,600千円×11/12(補助率 国4/12、都7/12) ×５か所＝57,750千円 

＠1,000千円×2/3(補助率 国1/3、都1/3) ×５か所＝3,333千円 

・都補助金 東京都子ども・子育て支援交付金（都2/3） 

           ＠1,500千円 × 2/3(補助率)  × ５か所 ＝ 5,000千円 

    区負担額：    9,417千円 

（３）利用料免除要件を備えた世帯への利用料補助（該当世帯への償還払い） 

    補助額 ：     240千円 

              ＠5千円×16人（１支援単位当たり４人）×３か月 

    特定財源：      なし 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年 ２月～  事業者公募（適宜） 

  令和５年 １月頃  新規開設（調整中） 



別紙１ 

 

新ＢＯＰ事業のあり方検討委員会の報告書について（抜粋） 

 

 

１  新ＢＯＰ事業のあり方検討委員会の報告について 

（１）新ＢＯＰ事業の現状とあり方検討の必要性について 

就学前人口（０～５歳）が平成 21 年から平成 27 年まで毎年 1,000 人近く増加して

おり、区の子どもや子育て世帯の転入超過の現状からみても、新ＢＯＰ登録児童数の

増加が予想され、新ＢＯＰの大規模化への対応が求められている。 

共働き家庭の増加など保護者の働き方の変化等により、新ＢＯＰ事業のうち、学童ク

ラブ入会児童数は、毎年増加し、新ＢＯＰ学童クラブの実施時間の延長ニーズが広がっ

てきている。 

区では、平成 31 年４月から２年間、新ＢＯＰ学童クラブの実施時間を延長するモデ

ル事業を５校で開始したが、利用率は想定を下回り、人員の確保や費用対効果などの課

題も少なくない。一方で、一定のニーズは確認できたことから、新ＢＯＰ学童クラブと

してどこまでのニーズに応え、どのような手法をとるのか等を検討する必要が出てき

た。 

 

（２）新ＢＯＰ事業の課題への検討と取り組み方針案 

令和２年９月に実施した学童クラブ登録児童の全保護者アンケートを踏まえ、時間延

長、規模の適正化、運営体制の見直し、新たな居場所の検討及び子どもの自立支援とい

った課題に対して、民間事業者等の活用も見据えながら、以下の３点を方針のもと、区

の施策を検討・検証する。 

① 規模の適正化に関する検討 

新ＢＯＰの大規模化による子どもの遊びの質に関する課題が指摘されており、質の

確保、向上に向け定員制の導入の是非について検討することが必要である。 

② 運営体制の見直し 

人材の確保、育成、定着が困難な状況にあり、運営の質の向上を検討することが求

められている。さらに、新ＢＯＰからの自立に向けた支援として、学童クラブ卒所後

の居場所づくりも課題となっている。こうした観点から、新ＢＯＰ事業への民間活用

の是非と活用方法の検討、新ＢＯＰ事業以外の取り組みを活用した子どもの居場所の

充実のあり方などについて検討する必要がある。 

③ 子どもの自立支援 

子どもの放課後の居場所を充実し、子どもが主体的に居場所を選択でき、遊びや学

びを自ら考えて行うことを促進、支援することが求められており、実施時間延長もこ

うした観点での充実につながるように検討し取り組むことが必要である。新ＢＯＰで

は年齢に合わせた発達段階ごとに、子ども自身が放課後を主体的に過ごせるよう支援

し、保護者へも子どもの自立の必要性について啓発していく必要がある。 

 

（３）持続可能な新ＢＯＰの制度設計に向けて 

  新ＢＯＰを取り巻く環境の変化に対応しながら、様々な放課後の過ごし方が選択でき

る環境を用意するため、①必要な人員確保に対応する施策、②放課後活動の担い手が多

様に組織されている現状を踏まえ、それらを活用する、③活動場所を広げていくため、



現行の学校施設活用の検討と合わせて学校以外での活動の場所を検討していく、④指導

員の職務の専門性を高めていく、⑤「学童クラブ」のこれからのあり方についても独自

に検討していく、の５点を「持続可能な新ＢＯＰ制度」と提起する。 

望ましい子どもの放課後の過ごし方とは、生活の場において、多様な遊びや交流の

場、地域に広がる児童館及び地区会館等の公共施設である「社会資本」を活用しなが

ら、子どもの居場所が創造され、子どもが育つ地域社会へとつながっていくことであ

る。 

 

２ 新ＢＯＰ学童クラブの実施時間延長モデル事業の取り扱いについて 

  令和元年度より開始した時間延長モデル事業については、令和元年度の利用率が想定

を下回る一方、令和２年９月に実施した学童クラブを利用する全保護者アンケートにお

いては一定のニーズが見られることから、２常任委員会において実施時間を 15 分に短

縮した時間延長モデル事業の継続を報告したが、新型コロナウイルスの今後の感染状況

が見通せない中、保護者の働き方の変容を見定め、真の保護者ニーズを的確に捉えるこ

とは困難となっている。また、新ＢＯＰ学童クラブは昨年より引き続き消毒などの感染

症予防対策を実施して運営しているが、さらなる感染者数が拡大している状況の中で、

現場の業務負担の増加が懸念される。 

これらのことから、時間延長モデル事業は一旦休止し、令和３年度の新ＢＯＰの事業

のあり方及び事業見直しを進める中で、改めて実施時間延長についても検討を進めてい

く。 

 


